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要         旨 

介護保険が導入されて 17 年たつ。この間、高齢人口が大きく増加、財政負

担は拡大した。一層の高齢人口の拡大が見込まれる中で、介護人材の定着、ま

た介護離職の抑制は重要な課題である。こうした中で、介護の資格・研修制度

の改定や介護職に対する報酬改善（2009 年、2012 年）などが行われた。こう

した改訂は、介護職の定着に、また介護による家族の離職の抑制にうまく機能

したのであろうか。 
介護保険、介護報酬制度や介護資格制度は、名称も複雑で内容の把握が容易

でない部分がある。その成り立ちや変化をとらえ、時に老人福祉法と介護保険

法とで異なる名称でわかりにくい介護関連の統計に立ち入り、介護保険の実際

のサービス利用がどう変化したのか、施設利用はその施設の種類、給付額を含

めどう変化したのか、家族介護者の介護時間は介護保険の導入によって減少し

たのかなど、統計で実態をとらえる。また介護人材の資格と定着のための制度

とその変化を示す（2 章から 3 章）。 
その上で、介護報酬改定や介護人材の研修時間の増加によって介護職の賃金

や満足は上がったか、2006 年と 2014年の公益財団法人介護労働安定センター

による『介護労働実態調査』を用いて、介護職の賃金構造、満足度、離職意向

を分析する。人的資本論に基づく分析がなされ、介護福祉士資格そのものは賃

金に有意な影響を与えるがそれはわずかであり、また満足度も有意に低いこ

と、特に在宅ケアのヘルパーに比べて施設介護者の満足度が低く、2014 年に

もほとんど改善が見られないことを示す（4 章）。一方、家族介護について

は、厚生労働省『国民生活基礎調査』2007 年、2010 年の匿名データ A を用い

て、これから増加するだろう親同居の未婚子の就業について家庭内生産モデル

で分析する。介助なしには外出しない程度の介護の必要度の場合、一人親と未

婚子の同居であれば、男女ともに就業が抑制され、介護保険はそうした負担を

緩和するかについて、要介護認定ダミーで代替して分析すると、就業を有意に

増やす効果は見られない（5 章）。 
 最終章では、経済動向に沿った介護報酬改定、介護職場で相談窓口の設

置、介護保険に家族介護者への視点を入れる必要性、たとえば介護者自身

のための休暇、介護関連統計の整備、などの必要性等が提言される。 
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